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表紙

証券コード 5380
2024年９月３日

株 主 各 位
愛知県高浜市論地町四丁目７番地２

代表取締役社長 石 川 達 也

【当社ウェブサイト】
　https://www.shintokawara.co.jp/index.php

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「What's New」より、ご確認ください。）

【株主総会資料掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/5380/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第61回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第61回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ
いて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイト及び株主総会資料掲載ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますよ
うお願い申しあげます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイト
にも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「新東」または「コー
ド」に当社証券コード「5380」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」を順に選
択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、本招集ご通知につきましては、法令及び定款の定めに基づき書面交付請求をされた株主さ
まに送付する交付書面を、すべての株主さまに対して送付することとしております。
　また、書面（郵送）により議決権を行使する場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご
検討くださいまして、議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2024年９月24日
（火曜日）午後５時までに当社に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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表紙

１．日　　時 2024年９月25日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場　　所 愛知県高浜市論地町四丁目７番地２　本社３階ホール

（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください）
３．目的事項
報 告 事 項 第61期（2023年７月１日から2024年６月30日まで）事業報告及び計算書類

報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

     

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげ
ます。
　代理人による議決権の行使につきましては、当社の議決権を有する他の株主さま１名を代理人として、代
理権を証明する書面をご提出のうえ、議決権を行使することができます。
　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正
後の事項を掲載させていただきます。
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表紙

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の２つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。 議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、
切手を貼らずにご投函ください。

日　時 行使期限
2024年9月25日（水曜日）

午前10時（受付開始：午前9時）
2024年9月24日（火曜日）
午後5時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第1号・第4号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第2号・第3号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

議決権行使書用紙に「賛」「否」の表示がない場合の取扱い
ご返送いただいた議決権行使書用紙において、各議案につき「賛」「否」の表示をされない場合

は、賛成の意思表示があったものとしてお取り扱いさせていただきます。
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事業の経過及び成果

事　業　報　告
( 自　2023年 7 月 1 日

至　2024年 6 月30日 )
１. 会社の現況
⑴ 事業の経過及び成果

① 事業の状況
　当事業年度におけるわが国経済は、物価上昇による消費マインドの低迷、急激な円安の進行
や長期化するウクライナ情勢をはじめとした、不安定な世界情勢等の影響から資源価格が高騰
する等、依然として経済の先行きについて不透明な状況が続いております。
　住宅市場におきましては、国土交通省が発表している建築着工統計調査報告において、持家
着工戸数が前年同月比において31カ月連続で下落しており、依然として低い水準で推移してお
ります。また、「子育てエコホーム支援事業」等新たな住宅ローンの金利優遇措置等の住宅取
得に伴う負担軽減政策があるものの、円安・資源価格の高騰による住宅価格の上昇等、引き続
き厳しい状況が続いております。
　このような状況の中、当社は、主力製品「ＣＥＲＡＭシリーズ」「ＳＨＩＮＴＯかわらＳ」
の拡販や新規顧客の掘り起こし他、ＹｏｕＴｕｂｅやＬＩＮＥ等のＳＮＳを活用した商品ＰＲ
やＷｅｂ会議型アプリを使用したリモートによる営業活動にも努めてまいりました。また、
2024年１月に札幌証券取引所本則市場へ当社株式を上場し、北海道・東北地方を中心に認知度
のさらなる向上及び拡販にも努めてまいりました。しかし、持家の着工件数が減少したことが
当社の売上にも大きく影響があり、売上高は4,521百万円（前期比521百万円減少）と前期比
減収となりました。
　利益面におきましては、原油価格高騰による製造コスト上昇や、円安による商品の仕入コス
ト増加、棚卸資産管理コスト削減のため当事業年度において保有棚卸資産の見直しを行った結
果、107百万円の評価損を追加計上等の売上原価上昇に対して、販売価格への転嫁を行ってま
いりました。また、歩留率の向上や徹底した工程管理の強化、そして効率生産を行ってまいり
ました。その結果、当事業年度においては、売上総利益717百万円(前期比83百万円減少)、営
業損失87百万円（前期は18百万円の利益）、経常損失54百万円（前期は55百万円の利益）、
当期純損失65百万円（前期は24百万円の利益）となりました。

② 設備投資の状況
　当事業年度中において実施いたしました設備投資の総額は32百万円であります。

③ 資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。
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財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況

区分 第58期
(2021年６月期)

第59期
(2022年６月期)

第60期
(2023年６月期)

第61期
(当事業年度)

(2024年６月期)
売 上 高（百万円） 5,013 5,419 5,042 4,521
経 常 利 益 又 は
経 常 純 損 失 （ △ ）（百万円） 51 22 55 △54
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）（百万円） 1 △1 24 △65
１株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失（△） 1円61銭 △2円31銭 34円05銭 △93円10銭

総 資 産（百万円） 6,424 6,919 6,422 6,119

純 資 産（百万円） 3,320 3,300 3,313 3,234

１ 株当たり純資産額 4,691円50銭 4,664円02銭 4,682円66銭 4,571円59銭

⑵　財産及び損益の状況の推移

（注）１．当社は、2023年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第58期の
期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び１株当
たり純資産額を算定しております。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づいて算出しており
ます。

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
　該当事項はありません。

－ 5 －



2024/08/22 9:45:24 / 24105300_新東株式会社_招集通知_電子提供措置用

対処すべき課題、主要な事業内容

⑷ 対処すべき課題
　わが国経済見通しは、物価上昇による消費マインドの低迷、急激な円安の進行や長期化する
ウクライナ情勢をはじめとした、不安定な世界情勢等の影響から資源価格が高騰する等、依然
として経済の先行きについて不透明な状況が続いております。こうした先行きが不透明な経済
環境の中、当業界における新設住宅着工戸数への影響が今後も懸念される状況にあります。
　こうした厳しい経営環境に対処するため、当社におきましては、生産面においては、製造現
場の安全性向上と品質向上を両立させつつ効率化に努めるとともに、物流のより一層の合理化
にも取り組むことで、製造原価や輸送の徹底的なコスト削減に努めております。また、営業面
においては、2024年１月に札幌証券取引所本則市場へ当社株式を上場し、北海道・東北地方
を中心とした認知度の向上及び、積極的な営業展開をすることで拡販にも努めております。
　また、製造コストに見合った適正な販売価格改定についてのご理解をいただくことで、安定
供給体制の確保に努めております。
　一方で持続的な成長には、サステナビリティの観点からも事業に取り組む必要があると考え
ております。当社が開発したシステム瓦は、従来の瓦と比較し屋根施工時に廃材を約８０％減
らし自然環境に配慮した製品となっております。また、瓦一体型太陽光システムの開発や断熱
性能が従来よりも向上した高反射瓦の開発などにより、生活環境の向上にも貢献できると考え
ております。今後も持続可能な社会の実現に貢献してまいります。
　当社は、お客様に一層信頼される企業として成長すべく、「新５Ｓ」(スマイル・セーフテ
ィー・スペシャルティー・スリム・スピード)を理念として、掲げております。
　第6２期につきましては、セーフティー(安全意識の向上)、スペシャルティー(チェックシー
トの改善)、スリム(他部署との連携強化)、スピード(情報発信のスピード化)、スマイル(成果
の確認)を重点項目に掲げました。
　引き続き、安全な職場環境の整備、お客様満足度の向上及び従業員の意識向上、高付加価値
商品の提供を通して、企業環境の激変に的確に対応しうる経営体質の構築及び、より一層の収
益性の向上と財務体質の強化を推し進めてまいります。

⑸ 主要な事業内容（2024年６月30日現在）
　粘土瓦の製造及び販売ならびにこれに附帯する事業を行っております。
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主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

⑹ 主要な営業所及び工場（2024年６月30日現在）
本社　　　　　　　愛知県高浜市論地町
東京支店　　　　　東京都杉並区
本社第一工場　　　愛知県高浜市
本社第三工場　　　同上
宮ノ浦工場　　　　同上
港南第一工場　　　愛知県碧南市
港南第二工場　　　同上
明石第一工場　　　同上
土浦センター　　　茨城県土浦市

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
82名 ７名減 46歳７カ月 16年４カ月

⑺ 従業員の状況（2024年６月30日現在）

（注） 従業員数には、嘱託社員（16名）、臨時及びパートタイマー（１名）は含まれておりません。

借 入 先 借 入 金 残 高
千円

岡 崎 信 用 金 庫 623,340
株 式 会 社 愛 知 銀 行 600,011
株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 300,000
株 式 会 社 り そ な 銀 行 200,000
株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 100,000

⑻ 主要な借入先（2024年６月30日現在）

⑼ その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式に関する事項、新株予約権等に関する事項、その他株式に関する重要な事項

① 発行可能株式総数 3,000,000株
② 発行済株式の総数 831,682株
③ 株主数 552名

株主名 持株数（株） 持株比率（％）
新東役員持株会 81,400 11.50
三浦　重剛 41,000 5.79
有限会社マルイシ 39,000 5.51
石川　大輔 38,100 5.38
石川　達也 36,900 5.21
岡崎信用金庫 36,600 5.17
株式会社愛知銀行 28,800 4.07
石岡　真千子 27,120 3.83
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 26,174 3.69
石川　富子 24,264 3.42

２. 会社の状況
⑴ 株式に関する事項（2024年６月30日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を124千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤当該事業年度中に職務執行の対価として交付された株式
該当事項はありません。

⑵ 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

⑶ その他株式に関する事項
　株式分割について当社は、2022年11月28日開催の取締役会において、2023年１月１日付で
普通株式１株につき２株の割合で株式分割することを決議し、同日付で当社定款の一部を変更い
たしました。これにより、発行済株式の総数が415,841株増加し831,682株に、発行可能株式総
数が1,500,000株増加し3,000,000株となっております。
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会社役員に関する事項

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 石 川 達 也
常 務 取 締 役 石 川 大 輔 生産部長、テクノセンター長
取 締 役 新 美 昌 彦 営業部長
取 締 役 早 川 　 正 管理部長、システム課長
取締役（常勤監査等委員） 牛 田 　 修

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 西 垣 　 誠 弁護士　入谷法律事務所
中部鋼鈑株式会社社外取締役（監査等委員）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 中 根 祥 雄

⑷ 会社役員に関する事項
① 取締役に関する状況（2024年６月30日現在）

（注）１．取締役（監査等委員）西垣誠、取締役（監査等委員）中根祥雄の両氏は、社外取締役であります。
２．当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社内会議への出席による

情報共有並びに監査室と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、牛田修氏を常勤の監査等委員
として選定しております。

３．当社は、取締役（監査等委員）西垣誠氏、取締役（監査等委員）中根祥雄の両氏を東京証券取引所の定
めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．取締役（監査等委員）中根祥雄氏は、金融機関の出身であり、そこで培った業務経験や専門知識を持っ
ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

② 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役（監査等委員）は、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づ
き、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約に関する内容の概要
　当社は、取締役全員を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責
任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約では、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと、または
当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が補填されることとな
り、１年毎に契約更新しております。
　ただし、法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害賠償請求に対しては
損害が補填されないなど、一定の免責事由があります。
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会社役員に関する事項

支給人員
（ 名 ）

報 酬 等 の 総 額
（ 千 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ）
固 定 報 酬 業 績 連 動

報 酬 等
非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 で
あ る も の を 除 く 。 ）

４ 58,268 58,268 － －

取締役（監査等委員）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

３
(２)

6,000
(2,400)

6,000
(2,400) － －

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

７
(２)

64,268
(2,400)

64,268
(2,400) － －

④ 取締役の報酬等の総額

（注）１．上記報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人としての職務に対する報酬は含まれておりません。
２．取締役（監査等委員であるものを除く。）及び取締役（監査等委員）の報酬等につきましては、それぞ

れ下記⑤に記載のとおり株主総会の決議をいただいております。
３．合計欄は実際の支給人数を記載しております。

⑤ 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬等の限度額は、2020年9月28日開催の第
57回定時株主総会において月額10,000千円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使
用人分給与は含まない）。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員であるものを除
く。）の員数は４名です。
　取締役（監査等委員）の報酬等の限度額は、2020年9月28日開催の第57回定時株主総会に
おいて月額1,000千円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等
委員）の員数は３名です（うち社外取締役は２名です）。

⑥報酬等の内容の決定に関する方針
　イ．基本方針
　　当社の取締役の報酬は、役位・職責に応じて総合的に勘案し、株主総会で決議された報酬

総額の限度額内において取締役会で決定しております。具体的には、業務執行取締役の報酬
は、固定報酬としての基本報酬（月額10,000千円以内）で構成され、監督機能を担う監査
等委員である取締役については、固定報酬としての基本報酬（月額1,000千円以内）で構成
されております。

　ロ．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位・職責に応じて、総合的に勘案し

て決定するものとしております。
　ハ．取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
　　当社の取締役の報酬等の額に対する割合については、確定報酬である基本報酬が個人別の

報酬等の額の全部を占めるものとしております。
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会社役員に関する事項

区 分 氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 西 垣 　 誠

当該事業年度に開催された取締役会18回中15回に出席し、必
要に応じ、取締役会の意思決定の妥当性および適正性を確保す
るための発言を行っております。また、監査等委員会６回全て
に出席し、監査結果についての意見交換、重要事項の協議等を
行っております。発言は出席の都度適宜行われ、主に弁護士と
しての経験・知見に基づく法律分野の専門的見地から発言を行
っております。
弁護士としての経験・知見に基づく客観的な視点から、監査等
委員である社外取締役として独立した立場で、当社の経営に対
する監督を行っており、社外取締役として期待される役割を適
切に果たしております。

社 外 取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 中 根 祥 雄

当該事業年度に開催された取締役会18回中17回に出席し、必
要に応じ、取締役会の意思決定の妥当性および適正性を確保す
るための発言を行っております。また、監査等委員会６回全て
に出席し、監査結果についての意見交換、重要事項の協議等を
行っております。発言は出席の都度適宜行われ、金融機関の経
験者としての豊富な経験・知見からの発言を行っております。
金融機関等勤務を通じた豊富な経験・知見に基づく客観的な視
点から、監査等委員である社外取締役として独立した立場で、
当社の経営に対する監督を行っており、社外取締役として期待
される役割を適切に果たしております。

　ニ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　　取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長石川達也が取締役の個人別の固定報酬の額を

決定しております。その権限の内容は、取締役会の決議による委任の範囲で、取締役の個人
別の固定報酬の額を決定することであります。これらの権限を委任した理由は、当社全体の
業績や他社の報酬水準等を勘案し、役位と職責に応じた総合的な評価を行うのは、代表取締
役社長が適していると判断したためであります。委任する権限が適切に行使されるよう、決
定に際して社外取締役がレビューを行うものとし、取締役会はその内容が決定方針に沿うも
のであると判断 しております。

⑦ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役（監査等委員）西垣誠氏は、入谷法律事務所に所属する弁護士であり、当社は、
同法律事務所との間に顧問契約があります。
　また、同氏は、中部鋼鈑株式会社の社外取締役（監査等委員）を兼務しております。当
社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14百万円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 14百万円

⑸ 会計監査人の状況
① 名称
　　　栄監査法人

② 報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出
根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会
計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制

内部統制システムに関する新東グループの基本方針

⑴ 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　当社は、企業環境の激変に的確に対応し、お客様や社会からの期待に応える企業と
して成長すべく、日常の行動の考え方の基準となる「新東企業行動憲章」を定めます。
　当社の役員・従業員一人ひとりがコンプライアンスを実践し、企業倫理を形成する
ことにより、組織・個人が一体となりコンプライアンスに取り組むことといたします。

②　当社は、代表取締役直轄の組織として監査室を設けております。監査室長は、監査
等委員と連携のもと、計画に基づいて定期的に監査業務を行っており、各部署におい
て適正に職務執行されていることを確認の上、社長に報告しております。

③　当社は、コンプライアンスに関する相談窓口を監査室に設置しております。また
「公益通報者保護規程」を制定し、通報した人が不利益を受けないことを保証してい
ます。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　取締役の職務の執行に係る文書・情報の取扱いは、法令や社内規程に基づき、文書
等の保管を行います。

②　文書管理規程、ITに関する規程等は、必要に応じて適時見直しをいたします。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社は、想定されるあらゆるリスクの洗い出しを行い、リスクを軽減するような対
策に最大限努めます。

②　諸規程の改廃や新たな規程の制定等、社内規程の整備が適切に行われる体制を整え
ます。

③　有事の際は、代表取締役を本部長とした対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損
害の拡大を最小限に止めるよう危機管理体制を整備いたします。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催して
おります。またその運用に関しては、「取締役会規程」を制定し、適正に運用してお
ります。

②　業務遂行を円滑に行うため、部長会や全社会議等重要会議体を設け、経営判断が的
確かつ迅速に行える体制を構築しております。

３. 業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役会において「内部統制システムに関する新東グループの基本方針」を次のとおり
決定しており、この方針に基づいて効果的な内部統制システムの構築を目指し、継続的に改善を図
ってまいります。
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業務の適正を確保するための体制

⑸ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、「関係会社管理規程」に基づき、グループ会社に対する適切な経営管理を行
うことといたします。

⑹ 監査等委員を補助する使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する
事項
　監査等委員の職務の補佐は、監査室との緊密な連携をもって行うことを基本方針とい
たします。なお、当該使用人が必要となる場合は、これを配置し、評価等に関しては、
監査等委員の同意を得て決定するものとし、取締役からの独立性を確保いたします。

⑺ 取締役及び使用人の監査等委員への報告体制及びその他監査等委員の監査が実効的に行
われることを確保するための体制
①　取締役及び使用人は、監査等委員の要請に応じて、もしくはこれによらず重要な事
項について、速やかに監査等委員へ報告するものとします。

②　監査等委員は、重要な意思決定や業務執行等の状況を把握するため、取締役会及び
その他重要会議に出席し、必要に応じて、意見・質問を述べます。

③　代表取締役は、監査等委員との意見交換を定期的に行います。

⑻ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書
の適正な提出に向け、有効かつ適切な内部統制の構築を行い、また継続的に評価、見直
しをし、適正な運用を図ることといたします。

（当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要について）
　当事業年度において、当社は、業務の適正を確保するため、遵守すべき基本事項をま
とめた「新東企業行動憲章」を定め、従業員一人ひとりに周知するよう努めております。
　また、取締役会をはじめ、部長会や全社会議等重要会議体において意見交換を定期的
に実施しており、情報共有しリスク管理の強化を図り、より適切な内部統制システムの
運用に努めております。
　その他、反社会的勢力の排除、監査等委員の独立性確保及び職務補佐等、「内部統制
システムに関する新東グループの基本方針」に定められた項目は適正に運用されており
ます。

以　上

　本事業報告中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2024年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産

電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他　

2,436,713
276,180
702,065
177,306

1,181,397
12,096
58,729
15,446
8,773
6,717

△2,000
3,682,556
3,515,443
619,870
23,977
65,351
6,018

24,490
2,717,187

34,288
24,260
4,073
2,042
2,031

163,039
116,916
20,548
12,421
13,154　

流 動 負 債 2,394,488
電 子 記 録 債 務 213,109
買 掛 金 247,321
短 期 借 入 金 1,560,000
１年内返済予定の長期借入金 84,348
リ ー ス 債 務 9,040
未 払 金 177,130
未 払 費 用 21,598
未 払 消 費 税 等 17,459
前 受 金 28,751
預 り 金 6,338
賞 与 引 当 金 5,661
設 備 関 係 支 払 手 形 2,463
営 業 外 電 子 記 録 債 務 20,377
そ の 他 888

固 定 負 債 489,928
長 期 借 入 金 179,003
リ ー ス 債 務 36,005
繰 延 税 金 負 債 12,160
退 職 給 付 引 当 金 181,272
資 産 除 去 債 務 39,542
そ の 他 41,944
負 債 合 計 2,884,416
純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,178,314
資 本 金 412,903
資 本 剰 余 金 348,187
資 本 準 備 金 348,187
利 益 剰 余 金 2,542,476
利 益 準 備 金 21,487
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,520,989
別 途 積 立 金 2,000,000
繰 越 利 益 剰 余 金 520,989

自 己 株 式 △125,253
評 価 ・ 換 算 差 額 等 56,539
その他有価証券評価差額金 56,539
純 資 産 合 計 3,234,853

資 産 合 計 6,119,270 負 債 及 び 純 資 産 合 計 6,119,270

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

( 自　2023年 7 月  1日
至　2024年 6 月30日 )

科 目 金 額
売 上 高 4,521,499
売 上 原 価 3,804,030
売 上 総 利 益 717,468
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 804,853
営 業 損 失 △87,384
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4
受 取 配 当 金 3,983
受 取 運 送 料 23,619
受 取 家 賃 3,680
支 援 金 収 入 4,926
そ の 他 7,813 44,027

営 業 外 費 用
支 払 利 息 11,258
そ の 他 51 11,310

経 常 損 失 △54,666
特 別 利 益

損 害 賠 償 引 当 金 戻 入 益 4,733 4,733
特 別 損 失

減 損 損 失 5,869
固 定 資 産 除 却 損 8,959 14,829

税 引 前 当 期 純 損 失 △64,762
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,567
法 人 税 等 調 整 額 △452 1,114
当 期 純 損 失 △65,877

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 自　2023年 7 月  1日
至　2024年 6 月30日 )

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
2 0 2 3 年 ７ 月 １ 日 残 高 412,903 348,187 21,487 2,000,000 613,401 2,634,889 △125,253 3,270,727
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △26,535 △26,535 △26,535
当 期 純 損 失 △65,877 △65,877 △65,877
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － △92,412 △92,412 － △92,412
2 0 2 4 年 ６ 月 3 0 日 残 高 412,903 348,187 21,487 2,000,000 520,989 2,542,476 △125,253 3,178,314

評価・換算
差　額　等 純資産合計その他有価証
券評価差額金

2 0 2 3 年 ７ 月 １ 日 残 高 42,720 3,313,447
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △26,535
当 期 純 損 失 △65,877
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) 13,818 13,818

事業年度中の変動額合計 13,818 △78,593
2 0 2 4 年 ６ 月 3 0 日 残 高 56,539 3,234,853

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針
　会計処理に関する事項

①資産の評価基準及び評価方法
イ. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの････決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

市場価格のない株式等･･････････････移動平均法による原価法を採用しております。
ロ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

②固定資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、建物、2016年４月１日以降取得した構築物及び港南第二工場の有形固定資産は定額
法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　15～47年
機械及び装置　　　　 9 年

ロ. 無形固定資産
　自社用ソフトウエアについては、社内での利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ. リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ハ. 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

④収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務
を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社は、粘土瓦の製造及び販売等を行っており、顧客との契約に基づく製品又は商品の提供を主な履行
義務として識別しております。これら製品又は商品の販売については、原則として製品又は商品の引渡時
点において顧客に当該製品又は商品に対する支配が移転したと判断し、収益を認識しております。なお、
国内の顧客への販売については、これらの履行義務は出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客に移転さ
れるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識しております。
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個別注記表

２．会計上の見積りに関する注記
　(棚卸資産の評価）
⑴　当該事業年度の計算書類に計上した金額
　2024年６月30日現在、棚卸資産を1,252,223千円計上しております。
⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
 ①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
　棚卸資産が適正な価値で評価されるように評価損の金額を見積っております。
　当社は、棚卸資産の評価基準について、販売可能性を考慮し一定の期間を超えて保有する可能性が高
い棚卸資産については帳簿価額を切り下げております。具体的には、当期及び過去の一定期間の出荷実
績データを利用して棚卸資産の年齢表を作成し、当該年齢表から販売可能性が低下する金額を棚卸資産
評価損として売上原価に計上しております。
　また、当事業年度においては、出荷実績の趨勢をより適切に反映した棚卸資産年齢表に改定すると共
に、棚卸資産管理コスト削減を目的として、保有棚卸資産の見直しを実施し、棚卸資産評価損を追加計
上しました。

 ②翌事業年度の計算書類に与える影響
　現在までに想定しうる仮定に基づき算定しておりますが、将来の販売実績等が見積りと大きく異なっ
た場合、翌事業年度の計算書類における棚卸資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

３．会計上の見積りの変更
　(棚卸資産の評価）
　当社は、棚卸資産の評価基準について、販売可能性を考慮し一定の期間を超えて保有する可能性が高
い棚卸資産については帳簿価額を切り下げております。
　国土交通省が発表している住宅着工件数で、特に戸建ての指標である持ち家について５年前より大幅
に減少をしており、当社の出荷実績も同様の傾向がみられ、販売可能性が低下する割合も変化しており
ます。
　これらの状況を踏まえ、棚卸資産に係る収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績に反
映させるため、当事業年度において、出荷実績の趨勢をより適切に反映した棚卸資産年齢表に改定する
と共に、棚卸資産管理コスト削減を目的として、保有棚卸資産の見直しを実施し、棚卸資産評価損を追
加計上しました。
　この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の売上原価は107百万円増加し、売上総利益、営
業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少しております。
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個別注記表

現金及び預金 20,000千円
建物 335,736千円
構築物 3,915千円
土地 1,362,591千円

計 1,722,243千円

買掛金 469千円
短期借入金 550,000千円

計 550,469千円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 6,277,213千円

有限会社猪俣輸送 765千円

長期金銭債務 39,944千円

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 831,682株 －株 －株 831,682株

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 124,082株 －株 －株 124,082株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１ 株当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 3 年 ９ 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 26,535 37.5 2023年６月30日 2023年９月28日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年９月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 26,535 37.5 2024年６月30日 2024年９月26日

４．貸借対照表に関する注記
⑴ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

①担保に供している資産

②上記に対応する債務

⑶ 保証債務
　　取引先のリース債務に対する連帯保証を行っております。

⑷ 取締役に対する金銭債務

５．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

⑵ 当事業年度末における自己株式の種類及び数

⑶ 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
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個別注記表

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
(繰延税金資産）

未払事業税 749千円
賞与引当金 1,702
貸倒引当金 601
退職給付引当金 54,508
長期未払金 12,011
棚卸資産 54,469
資産除去債務 11,890
減損損失
投資有価証券評価損

25,220
3,089

その他 454
繰延税金資産小計 164,697
評価性引当額 156,419
繰延税金資産合計 8,277

(繰延税金負債)
資産除去債務に対応する除去費用 544
その他有価証券評価差額金 19,893
繰延税金負債合計 20,438
繰延税金負債の純額 12,160　

６．税効果会計に関する注記

７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は主
に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。
　なお、当社はデリバティブ取引は一切行っておりません。

②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。
　営業債務である電子記録債務及び買掛金は、全てが４ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達を目的としたものであります。長期借入金（１
年内返済予定の長期借入金含む）及びファイナンス・リース取引に係るリース債務につきましては、営業取
引及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。借入金の一部は、金利の変動リスクに晒され
ております。
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個別注記表

貸借対照表計上額（千円） 時 価 （ 千 円 ） 差 額 （ 千 円 ）

　投資有価証券
　　　その他有価証券（注２） 113,916 113,916 －
資 産 計 113,916 113,916 －
　長期借入金（注３） 263,351 262,377 △973
　リース債務（注３） 45,046 45,006 △40
負 債 計 308,397 307,383 △1,014

③金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業管理規定に従い、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取
引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。

ロ．市場リスク（投資有価証券の価格変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動
性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2024年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（注１）現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、電子記録債務、買
掛金、短期借入金、未払金、未払消費税等、預り金、設備関係支払手形、営業外電子記録債務は短期間
で決済されるため、時価が帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等である非上場株式（貸借対照表計上額3,000千円）については、「投資有価証券　
その他有価証券」には含まれておりません。

（注３）１年内返済予定の長期借入金またはリース債務を含めております。
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個別注記表

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1） 投資有価証券
　　 その他有価証券
　　　　株式 113,916 － － 113,916

資産計 113,916 － － 113,916

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1） 長期借入金 － 262,377 － 262,377
(2） リース債務 － 45,006 － 45,006

負債計 － 307,383 － 307,383

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　①時価で貸借対照表に計上している金融商品

　②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル1の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務
長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入または新規リース取
引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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個別注記表

売上高
製品 1,644,260
商品 904,655
板金 966,788
工事 663,588
その他 342,206
顧客との契約から生じる収益 4,521,499
外部顧客への売上高 4,521,499

当事業年度
顧客との契約から生じた債権 879,372
契約負債 28,751

⑴　１株当たり純資産額 4,571円59銭
⑵　１株当たり当期純利益 △93円10銭

８．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。
（単位：千円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債は主に、財又はサービスの提供前に顧客から受け取った対価であり、貸借対照表上、流動負債の前受
金として表示しております。
顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

　 （単位：千円）

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 24 －
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単体会計監査人の監査報告書

栄監査法人
　名古屋事務所
　指定社員
　業務執行社員 公認会計士 林　　浩史

　指定社員
　業務執行社員 公認会計士 高原　輝

独立監査人の監査報告書
2024年８月23日

新東株式会社
　取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、新東株式会社の2023年7月1日から2024年6月30日までの第61
期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びに
その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類
等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算
書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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単体会計監査人の監査報告書

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2023年７月１日から2024年６月30日までの第61期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査等委員が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本
監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査等委員から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査等委員は、監査等委員会が定めた監査等委員監査の基準に準拠し、監査の方針、
監査計画等に従い、取締役、内部監査室等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法第399条の13第１項第１号ロ及びハに定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びそ
の附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告
及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）及び
その附属明細書について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

常勤監査等委員 牛　田　　　　修
監 査 等 委 員 西　垣　　　　誠
監 査 等 委 員 中　根　　祥　雄

2. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
一　　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。
二　　取締役の職務執行に関する不正な行為または法令もしくは定款に違反する重大

な事実は認められません。
三　　内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であり、当該体制

の運用状況につき指摘すべき事項はありません。
　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務執
行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人　栄監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年８月26日
新東株式会社　監査等委員会

　
（注）監査等委員西垣誠、及び中根祥雄は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以上
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基
本としながら、今後の事業展開等を勘案して、下記のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
⑴ 配当財産の種類
　金銭といたします。

⑵ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金37.5円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は26,535,000円となります。

⑶ 剰余金の配当が効力を生じる日
　2024年９月26日といたしたいと存じます。

－ 29 －
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取締役（監査等委員会である取締役を除く。）４名選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

１

いし
石

 

　
 

　
かわ
川

 

　
 

　
たつ
達

 

　
 

　
や
也

(1971年９月13日生)

    1998年    6 月 当社入社
    2002年    12月 当社東京支店営業課長
    2004年    3 月 当社品質保証課長
    2004年    9 月 当社代表取締役社長（現任）
    2008年    9 月 新東ルーフ株式会社代表取締役

36,900株

選任理由
代表取締役としての見識と強いリーダーシップのもと中長期経営計画を推進するととも
に、当社事業における豊富な経験と実績を有することから、重要な業務執行の決定及び取
締役の職務の執行の監督に適任であると判断し、同氏を引き続き取締役候補者としまし
た。

２

いし
石

 

　
 

　
かわ
川

 

　
 

　
だい
大

 

　
 

　
すけ
輔

(1973年７月13日生)

    1997年    4 月 当社入社
    2003年    9 月 当社開発課長
    2004年    9 月 当社テクノセンター長兼開発課長
    2005年    9 月 当社取締役テクノセンター長
    2011年    9 月 当社常務取締役生産部長兼テクノセンター長（現任）
    2011年    9 月 新東ルーフ株式会社専務取締役

38,100株

選任理由
長年にわたり生産部門及び研究開発に携わり、同分野において豊富な経験と知識を有して
おります。当社は候補者が、その経歴を通じて培った経験と知識を当社の経営に活かすこ
とができる人材と判断し、同氏を引き続き取締役候補者としました。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において
同じ。）４名が任期満了となります。つきましては、取締役４名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、特段指摘すべき点
はなく、相当であるとの意見でした。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 30 －
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取締役（監査等委員会である取締役を除く。）４名選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

３

にい
新

 

　
 

　
み
美

 

　
 

　
まさ
昌

 

　
 

　
ひこ
彦

(1968年７月29日生)

    1991年    8 月 当社入社
    2001年    9 月 当社営業本部モデュール課長
    2007年    4 月 当社営業本部次長兼モデュール課長
    2009年    9 月 当社取締役営業本部営業部長
    2010年    9 月 当社取締役営業部長（現任）
    2011年    11月 新東ルーフ株式会社取締役

1,200株

選任理由
当社入社以来、営業部門に携わり、同分野において豊富な実務経験及び知識を有しており
ます。当社は候補者が、その経歴を通じて培った経験と知識を当社の経営に活かすことが
できる人材と判断し、同氏を引き続き取締役候補者としました。

  ４

はや
早

 

　
 

　
かわ
川

 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
ただし
正

(1966年５月19日生)

    2001年    1 月 当社入社
    2003年    12月 当社管理部システム課長
    2005年    10月 当社営業部営業管理課長兼管理部システム課長
    2011年    1 月 当社営業部営業課長、営業管理課長兼管理部システム課

長
    2013年    7 月 当社営業部次長、営業管理課長兼管理部システム課長
    2017年    2 月 当社管理部長兼システム課長
    2017年    9 月 当社取締役管理部長兼システム課長（現任）

－

選任理由 当社管理部門及び営業部門における豊富な経験と知識を活かし、内部統制の強化や企業価
値向上を図ることができる人材と判断し、同氏を引き続き取締役候補者としました。

　（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、取締役全員を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を締結しており、役員等がその職務に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受
けることによって生じることのある損害について補填するものであり、保険料は全額当社が負担して
おります。
候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなり、2024年９月の更新時には、同内容での更
新を予定しております。
ただし、法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害賠償請求に対しては損害が補
填されないなど、一定の免責事由があります。

－ 31 －
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監査等委員である取締役３名選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

うし
牛　　

だ
田　　　　　

おさむ
修

(1945年５月６日生)

1979年１月 当社入社
1987年８月 当社取締役第一営業部長
1997年１月 当社取締役営業部長
1998年９月 新東ルーフ株式会社専務取締役（兼務）
2001年９月 当社常務取締役営業本部長
2011年９月 当社及び新東ルーフ株式会社退社
2012年４月 当社入社　監査室長
2013年    9 月 当社常勤監査役
2020年９月 当社常勤監査等委員（現任）

5,590株

選任理由
牛田修氏は、当社において長く営業部長として、営業部門を最前線で牽引した豊富な経験
と実績を有しております。子会社の専務取締役を経験し、幅広い見識と財務・会計に関す
る十分な知見を有していると判断したことから、引き続き監査等委員である取締役候補者
といたしました。

２

にし
西　　

がき
垣　　　　

まこと
誠

(1960年８月26日生)

2003年10月 弁護士登録（愛知県弁護士会）
　　　　　　　入谷法律事務所入所（現任）
2008年５月 シーキューブ株式会社社外監査役
2010年    9 月 当社社外監査役
2019年６月 中部鋼鈑株式会社社外取締役（監査等委員）（現任）
2021年    9 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
［重要な兼職の状況］
入谷法律事務所　弁護士
中部鋼鈑株式会社社外監査役

－

選任理由

西垣誠氏は、弁護士であり、法務の専門家としての見地から、当社の論理にとらわれず法
令を含む企業社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって当社の経営状況を監督
し、監査していただくことの有用性に鑑み、引き続き監査等委員である社外取締役候補者
といたしました。なお、同氏は、過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方
法で直接会社経営に関与した経験はございませんが、上記の理由により、社外取締役とし
ての職務を適切に遂行することができるものと判断いたしました。

第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　本総会終結の時をもって監査等委員である取締役３名が任期満了となります。つきまして
は、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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監査等委員である取締役３名選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

３

なか
中　　

ね
根　　

よし
祥　　

お
雄

(1951年４月26日生)

2003年    8 月 岡崎信用金庫高浜支店長
2007年    9 月 岡崎信用金庫執行役員（岡崎第１ブロック長兼美合支店

長）
2012年    4 月 おかしんリース株式会社代表取締役社長
2016年    9 月 当社社外監査役
2021年    9 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

－

選任理由

中根祥雄氏は、金融機関における長年の知識と経験を有しており、これを活かして当社の
経営状況を監督し、監査していただくことの有用性に鑑み、監査等委員である社外取締役
候補者といたしました。なお、同氏は、株式会社の代表取締役社長として経営に関与した
経験を有しており、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断い
たしました。

　（注）１．西垣誠氏は、入谷法律事務所に所属する弁護士であり、当社は、同法律事務所との間に顧問契約があ
ります。

２．西垣誠氏及び中根祥雄氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は、西垣誠氏及び中根祥雄氏との間で当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。両氏の選任が承認された場合、両氏との
間で当該契約を継続する予定であります。

４．当社は、取締役全員を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契
約を締結しており、役員等がその職務に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受
けることによって生じることのある損害について補填するものであり、保険料は全額当社が負担して
おります。

　候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなり、2024年９月の更新時には、同内容での更
新を予定しております。

　ただし、法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害賠償請求に対しては損害が補
填されないなど、一定の免責事由があります。

５．当社は、西垣誠氏及び中根祥雄氏の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出てお
ります。両氏が選任された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定であります。
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補欠の監査等委員である取締役１名選任議案

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

前　　澤　　啓　　介
(1991年７月31日生)

2018年１月 弁護士登録（愛知県弁護士会）
　　　　　　　入谷法律事務所入所（現在）
［主な兼職の状況］
　　入谷法律事務所　弁護士

－

選任理由

前澤啓介氏は、弁護士であり、法務の専門家としての見地から、当社の論理にとらわれず
法令を含む企業社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって当社の経営状況を監督
し、監査していただくことの有用性に鑑み、補欠の監査等委員である取締役に選任するも
のであります。なお、同氏は、会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由
により、社外取締役として、その職務を適正に遂行できるものと判断しております

第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補
欠の監査等委員である取締役として選任することをお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案は監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

　（注）１．当社は、候補者が所属する法律事務所との間に顧問契約を締結しております。
２．前澤啓介氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
３．前澤啓介氏が、監査等委員である社外取締役に就任する場合には、当社定款及び会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額といたします。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、役員等がそ
の職務に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることの
ある損害について補填するものであり、前澤啓介氏が、監査等委員である社外取締役に就任する場合
には、被保険者に含まれることとなります。なお、保険料は全額当社が負担しております。

以　上

－ 34 －



2024/08/22 9:45:24 / 24105300_新東株式会社_招集通知_電子提供措置用

地図

車椅子等、ご来場に当たりサポートが必要な株主様は、事前にお電話でご連絡ください。
電話番号：0566－53－2631（代表）（土日を除く8：30～17：00）

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
会　　　場　　　愛知県高浜市論地町四丁目７番地２

新東株式会社　本社３階ホール
電話　0566－53－2631（代表）

Ｎ

至 刈谷

沢渡

交番前

交番

高浜局 岡崎半田線

(点滅信号)

新東(株)本社

本社工場

南中

坂上橋北
リサイクルプラザ

消防署南

高浜港駅東

高浜小

高浜橋

至 碧南

丸山橋坂上橋
高 浜 川

衣浦クリーンセンター

稗 
田 
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駅衣
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市
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所

名
鉄
三
河
線至 名古屋

至 半田
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多
半
島
道
路

阿久比
IC

Ｊ
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武
豊
線

か
わ
ら
美
術
館

高浜橋北

交通のご案内
公共交通機関　　名鉄三河線「高浜港駅」下車徒歩20分


